
1 

［事案 29-315］新契約無効請求  

・令和元年 7月 10 日 和解成立 

※本事案の申立人は、法人であり、［事案 29-314］の申立人と同一人である。 

＜事案の概要＞ 

 募集人から不十分な説明を受けて契約したこと等を理由として、契約の取消しを求めて申立

てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 28 年 7 月に乗合代理店を通じて、従業員 2名を被保険者として契約した定期保険 2件

について、以下等の理由により、契約を取り消して既払込保険料を返してほしい。 

(1)契約時、募集人から、保険料支払いは初年度の 1回だけであると説明された。 

(2)契約時、募集人から、税効果を考慮した実質返戻率のみが記載された私製の「提案書」に

より説明を受け、常に 100％以上の返戻金があり損をしないと誤信した。 

(3)被保険者 2 名は従業員であるが、執行役員であることを証明する旨の文書が、代表者に無

断で作成されて保険会社に提出されている。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)募集人は、保険料の支払いは初年度の 1回だけであるといった説明をしていない。 

(2)募集人は、自作の提案書だけではなく、設計書も使用し、解約返戻率の推移を説明してい

る。 

(3)被保険者 2 名が執行役員であることの証明書は、申立人代表者から募集人に対して交付さ

れたものであり、申立人代表者のゴム印と代表者印が押捺されている。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、契約時の説明状況等を把握

するため、募集人に対して事情聴取を行った。なお、申立人代表者が事情聴取を辞退したため、

事情聴取は行わなかった。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人が、保険料支払いは初回 1回のみで良い、または、常に 100％以上

の返戻金があり損をしないと誤信したこと等は認められないものの、以下の理由により、本件

は和解により解決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を

勧告したところ、同意が得られたので、手続を終了した。 

(1)本契約はいずれも死亡保険金額が非常に高額であるが、特に本契約のように、経営者保険

であって、契約者・死亡保険金受取人と被保険者が異なる場合、モラルリスクの観点から

も契約者と被保険者との関係を慎重に確認すべきである。 

(2)告知書においては両被保険者から事務職などと申告されており、また、同時申込みの他社

契約では、被保険者のうち一名は一般従業員として扱われている。そうであれば、募集人

は、被保険者が本当に執行役員であるかどうか疑うべきで、確認が不十分であった。 

(3)募集人が説明に使用した提案書は、本来必要な保険会社内におけるコンプライアンスのチ

ェックを受けておらず、その内容も節税を過度に強調し、不正確な記載も存在するもので
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あった。 


